
愛媛県農業信用基金協会 平成２０年度２次評価 

 
〔出資法人の自主性・自律性の向上に向けた取組〕 
 ○経営基盤の充実・強化 
・農業者の高齢化や価格低迷による新規投資意欲の減退等があいまって、農業関連資金は減少基調にあるが、生活関連

資金はＪＡにおける住宅ローンを中心としたローン推進等により増えており、全体としては 19 年度末の新規債務保

証引受は、前年度比32.7％増の12,669百万円、債務保証残高は前年度比8.6％増の69,523百万円となっている。ま

た、19年度の代位弁済は前年度比36.9％減の109百万円、求償権の回収額は前年度比37.0％増の64百万円、当期収

支差額は前年度比34.5％増の59百万円となっている。 

・当法人は、農業を取り巻く厳しい状況を踏まえ、中期計画（18～20年度）を策定し、経営基盤の強化に取組んでおり、

中期計画の19年度債務保証残高等の目標値は、昨年度に引続きほぼ達成している。また、当法人の経営の健全性を示

す 19 年度「弁済能力比率（保証債務に対する一定の事故額を算定し、それに対する弁済可能資産額より算出）」は

1,691％であり、健全経営の基準である200％を大きく上回っており、保証債務の弁済能力は充実している。 

今後とも、農業者等の多様な保証需要に迅速かつ的確に応え、財務の健全性を維持していくため、1 次評価にある

ように、農業者等のニーズへの機動的な対応や積極的な営業活動等による保証事業量の増加、適正な保証審査による

代位弁済の減少、融資機関との連携による求償権の回収強化等による収入増加の取組みに努め、経営基盤の充実・強

化に努めていただきたい。 

・また、農業者を取り巻く環境が厳しさを増しているため農業資金の融資実績が低迷し、債務保証残高に占める非農業

者に係る資金の割合が年々増加（17 年度51.8％、18 年度54.1％、19 年度54.4％）している。当法人の経営基盤の

強化を図るためには、非農業者に係る資金の割合の増加はやむを得ない側面もあるが、1 次評価にあるとおり、引続

き農業者が必要とする資金への債務保証という当法人の設立目的に沿った業務運営に留意していただきたい。 

 【収入増加に向けた取組】 
 ・農業者等のニーズへの機動的な対応や積極的な営業活動等による保証事業量の増加 

 ・適正な保証審査による代位弁済減少 

 ・融資機関との連携による求償権の回収強化 

 

〔経営情報等の積極的な開示に向けた取組〕 
・昨年度2次評価を受けて、当法人のホームページにおいて財務諸表等の経営情報を公表している。 

 
〔総合的評価〕 
・引続き財務の健全性を維持しつつ、農業者等の保証需要に的確に応える業務運営を行っていることは評価できる。今

後とも関係機関との連携を強化し、財務の健全性を維持しつつ、多様な保証需要に迅速かつ的確に応えるとともに、

本来の設立目的である農業者への保証を増やすことに留意すること。 

 


